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○奈良県市町村総合事務組合負担金条例施行規則 

平成20年４月１日 

奈良県市町村総合事務組合規則第９号 

改正 平成27年８月31日規則第３号 

平成28年11月４日規則第３号 

令和元年12月24日規則第５号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、奈良県市町村総合事務組合負担金条例（平成20年奈良県市町村総

合事務組合条例第22号。以下「負担金条例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

（職員の退職手当に係る負担金の算定） 

第２条 負担金条例第３条第１項の規定による普通負担金の算定の基礎となる給料月

額は、次に定めるところによる。 

(1) 市町村の長、副市町村長、教育長及び地方公営企業の管理者（以下「特別職等

の職員」という。）の給料月額 

ア 就任又は退任の月において、日割計算で給料を支給された場合には、全月分の

給料月額 

イ 月の途中で条例改正により給料の一部又は全部を支給されない場合において

は、これらの事由がないものと仮定した場合におけるその者の受けるべき給料月

額 

ウ 月の途中で条例改正により昇給した場合においては、昇給後の給料月額 

エ 月の途中で任期満了により退任し、同じ職に再選就任した場合においては、再

選就任後の全月分の給料月額 

(2) 特別職等の職員以外の職員の給料月額 

ア 休職、停職、減給その他の事由によってその給料の一部又は全部を支給されな

い場合においては、これらの事由がないものと仮定した場合におけるその者の受

けるべき給料月額 

イ 就職又は退職の月において、日割計算で給料を支給された場合においては、全

月分の給料月額 
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ウ 月の途中で昇給した場合においては、昇給後の給料月額 

エ 給料が日額で定められている者については、給料日額の21日分に相当する額 

(3) 職員が、月の初日以外の日に奈良県市町村総合事務組合規約（平成20年奈良県

指令市町村第1143号）別表第２第１項の事務を共同処理する市町村、一部事務組合

（以下「組合市町村」という。）から引き続き就職した場合は、就職した日の属す

る月の翌月から負担金を納入するものとする。 

（報告書等の提出） 

第３条 負担金条例第３条に規定する普通負担金を納入するときは、職員数・給料・負

担金に関する報告書（様式第１号）を作成し、次の各号に定める明細書を添付のうえ、

その月分を毎月月末までに提出しなければならない。 

(1) 給料異動明細書（様式第２号） 

(2) 給与改定差額及び遡及調整増減分明細書（様式第３号） 

２ 組合市町村の長は、毎年４月１日現在において、職員の給料月額等報告書（様式第

４号）を作成し、４月10日までに管理者に提出しなければならない。 

（負担金の通知） 

第４条 管理者は、負担金条例第８条の規定による負担金を収入しようとするときは、

負担金通知書（様式第５号）により通知しなければならない。 

２ 前項の納入の通知は、納期前15日までにしなければならない。 

（納付手続） 

第５条 負担金条例第８条の規定による負担金を納付するときは、負担金納入書（様式

第６号）による通知額を奈良県市町村総合事務組合が指定する金融機関の口座に振り

込むものとする。 

（雑則） 

第６条 この規則に定めるもののほか、負担金について必要な事項は管理者が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の日の前日までに、従前の奈良県市町村職員の退職手当等に関する
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条例施行規則（平成９年奈良県市町村職員退職手当組合規則第１号。以下「旧規則」

という。）に基づいてなされた届出、申請その他の行為は、この規則の相当規定によ

りなされたものとみなす。 

３ この規則の施行の際、現に旧規則により作成した用紙は、当分の間、所要の調整を

して使用することができる。 

附 則（平成27年８月31日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成28年11月４日規則第３号） 

この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（令和元年12月24日規則第５号） 

１ この規則は、令和２年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際現にある改正前の奈良県市町村総合事務組合負担金条例施行

規則に定める様式による用紙は、当分の間、所要の調整を加えて使用することができ

る。 
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